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日本政府に保育所等保育施設の職員配置基準改善等を求める意見書 
 

近年，保育施設においては，公立・私立にかかわらず，子どもの安全が脅かさ

れる事故等が繰り返されている。そうした事案は，単なる過失によるものだけで

はなく，保育士や保育教諭等の保育施設職員の人員不足に起因するものもあり，

保育現場の過酷な労働実態が浮き彫りとなっている。 

保育士の職員配置基準は，１歳児では1967年から，４歳児・５歳児では1948

年の制定時から変更されておらず，３歳児においても加算措置にとどまってい

ることから，職員配置基準を見直し，改善することが求められる。また，学童

保育施設の職員配置や施設に関する基準についても，さらに踏み込んだ改善を

行う必要がある。 

保育所等保育施設・学童保育施設の職員は，非正規雇用の職員が多く，保育

士，放課後児童支援員の年収は，全産業平均と比べて低い実態にあることが各

方面から指摘されている。こうした状況にあって，標準的な労働者の年収を確

保できるよう，抜本的な処遇改善が求められている。 

また，保育士不足や，放課後児童支援員の確保が困難であるといった課題に

対しては，保育所等保育施設・学童保育施設で働く職員の声を十分に聴取した

上で，ワーク・ライフ・バランスを実現するための働き方改革やハラスメント

対策を具体化させるなど，労働条件や職場環境の向上に取り組むことも重要で

ある。 

今後，こども未来戦略方針に掲げる，こども・子育て支援加速化プランの具体

化に当たっては，保育所等保育施設の運営が公立・私立にかかわらず，地方単独

事業への支援も含め，政府の責任において確実な財源措置を行うことが求めら

れる。 

よって，国においては，子どもたちに安心・安全で質の高い保育を提供する

ため，次の事項について特段の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１．保育所等保育施設・学童保育施設の職員配置基準を改善すること。 

２．保育所等保育施設・学童保育施設の職員の処遇を改善し，標準的な労働者

の年収を確保するための予算を措置すること。また，正規職員としての就労



を希望する非正規雇用の職員の正規化及び非正規雇用の職員の雇用安定を促

すための支援策を講じること。 

３．保育所等保育施設・学童保育施設で働く職員の人員確保策を早急に策定し，

実施すること。 

４．こども・子育て支援加速化プランの具体化に当たっては，保育所等保育施設

の運営が公立・私立にかかわらず，十分な財源措置を行うこと。また，学童保

育に関連する予算についても，職員配置基準の改善や施設・設備の充実に必要

な額を充足する財源措置を行うこと。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により，意見書を提出する。 
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